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１　事業の概要 ５　事業説明
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　「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づ
く健康診断の実施及び各種手当の支給等を行い、原爆被
爆者の健康の増進及び福祉の向上を図る。

　ア　健康診断等給付事業　   　    　　14,538千円
　イ　健康管理手当等給付事業 　　　 　515,298千円
　ウ　介護手当等給付事業           　　 3,085千円
　エ　葬祭料等給付事業             　　19,949千円
　オ　福祉手当等給付事業          　 　35,002千円
　カ　原爆死没者慰霊式　　            　1,200千円
　キ　被爆者相談事業                 　 　801千円

（１）事業内容
　ア　健康診断等給付事業　　：春・秋に被爆者及び被爆者二世の健康診断を実施。　　　　　　　14,538千円
　イ　健康管理手当等給付事業：健康管理手当等の認定及び支給。　　　　　　　　　　　　　　 515,298千円
　ウ　介護手当等給付事業　　：介護手当の認定及び支給。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,085千円
　エ　葬祭料等給付事業　　　：葬祭料の支給。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19,949千円
　オ　福祉手当等給付事業　　：介護保険利用被爆者助成金の支給。　　　　　　　　　　　　　　35,002千円
　カ　原爆死没者慰霊式　　　：原爆死没者慰霊式の実施団体に対する補助。　　　　　　　　　　 1,200千円
　キ　被爆者相談事業　　　　：原爆被爆者の相談事業を委託。　　　　　　　　　　　　　　　　　 801千円

（２）事業計画
　　　被爆者数（令和7年度見込み）　　約1,200人
　ア　健康診断の実施
　イ　手当等の認定、支給
　ウ　慰霊事業補助
　エ　被爆者相談事業の実施

（３）事業効果
　　　原爆被爆者の健康増進及び福祉の向上を図ることができる。
　　　・健康診断受診者（令和5年度）　延べ約1,200人（一般、ガン、二世、精密）
　　　・各種手当受給者（令和6年10月） 　 約1,000人

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　被爆者団体へ被爆者相談事業を委託。

２　事業主体及び負担区分
ア，イ，ウ，エ　原爆障害者対策費負担金（国10/10）
（国8/10,県2/10）（国1/2,県1/2）（県10/10）
オ,カ,キ　原爆障害者対策費補助金（国1/2,県1/2）（
国2/3,県1/3）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×1.1人＝10,450千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 589,873 567,849

前年額 603,601 580,552 23,049

― 保健医療部 245 ―

介護・医療体制の充実

22,024 △13,728

地域医療体制の充実



 

事業名

単位事業名 予算額 14,538千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 11,653 △2,981 原爆障害者対策費負担金
公衆衛生費負担金 負担率　10/10

一般財源 2,885 △831

合計 14,538 △3,812

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 111 △5 被爆者健康手帳、健康診断通知印刷代

役務費 1,554 257 健康診断通知郵送代

委託料 1,635 △526 健康診断通知印刷業務委託

扶助費 11,238 △3,538 被爆者援護法に基づく健康診断費　1,200人分

合計 14,538 △3,812

事業内訳書

原爆障害者対策事業費

健康診断等給付事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 515,298千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 515,298 △9,759 原爆障害者対策費負担金
公衆衛生費負担金 負担率　10/10

合計 515,298 △9,759

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 497 0 手当認定委員会謝金

旅費 180 △1 被爆者訪問費用

需用費 526 △332 消耗品

役務費 77 16 手当認定通知郵送代

使用料及び賃借料 60 0 手当認定委員会会場使用料

扶助費 513,958 △9,442 被爆者援護法に基づく手当　1,200人分

　

健康管理手当等給付事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 515,298千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

合計 515,298 △9,759

単位事業名 予算額 3,085千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 2,464 14 原爆障害者対策費負担金
公衆衛生費負担金 負担率8/10,1/2

一般財源 621 4

合計 3,085 18

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 11 0 消耗品

扶助費 3,074 18 被爆者援護法に基づく介護手当　5人分

　

介護手当等給付事業

主な内容

主な内容

健康管理手当等給付事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 3,085千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

合計 3,085 18

単位事業名 予算額 19,949千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 19,949 87 原爆障害者対策費負担金
公衆衛生費負担金 負担金　10/10

合計 19,949 87

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 18 0 消耗品

扶助費 19,931 87 被爆者援護法に基づく葬祭料　90人分

合計 19,949 87

葬祭料等給付事業

主な内容

主な内容

介護手当等給付事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 35,002千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 17,501 △331 原爆障害者対策費補助金
公衆衛生費補助金 補助率　1/2

一般財源 17,501 △331

合計 35,002 △662

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 212 △6 国保連審査支払手数料

扶助費 34,790 △656 被爆者援護法に基づく介護助成費　1,200人

合計 35,002 △662

主な内容

福祉手当等給付事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 1,200千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 800 267 原爆障害者対策費補助金
公衆衛生費補助金 補助率　2/3

一般財源 400 133

合計 1,200 400

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 1,200 400 原爆死没者慰霊式に関する補助金

合計 1,200 400

単位事業名 予算額 801千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 184 0 原爆障害者対策費補助金
公衆衛生費補助金 補助率　1/2

　

主な内容

原爆死没者慰霊式

主な内容

主な内容

被爆者相談事業



 

 

単位事業名 予算額 801千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 617 0

合計 801 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 801 0 埼玉県原爆被害者協議会への相談事業委託

合計 801 0

被爆者相談事業

主な内容

主な内容


